
21年度 22年度 23年度 24年度 25年度

40,446,628 37,589,766 30,760,330 35,410,660 31,476,904

122,210,109 48,500 1,308,429 93,746,041 -

858,588 △ 333,625 △ 164,946 △ 90,622,395 -

162,656,737 38,033,101 32,797,219 38,534,306 31,476,904

151,453,475 35,429,714 30,426,490 33,915,812

93.1% 93.2% 92.8% 88.0%

基準値 目標値

22年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 毎年度

5.4
2.7

5.6
2.8

5.4
2.7

5.4
2.7

5.5
2.9

集計中 前年度以下

－ － － －
5.4以下
2.7以下

基準値 目標値

23年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 毎年度

10 － － － 10 105 前年度以上

－ － － － 10以上

施策の概要

本施策は、次の施策目標を柱に実施しています。
・医療計画に基づく医療連携体制を構築すること　・救急医療体制を整備すること
・周産期医療体制を確保すること　・小児医療体制を整備すること　・災害医療体制を整備すること
・へき地保健医療対策を推進すること　・病院への立ち入り検査の徹底　・在宅医療・介護を推進すること

モニタリング結果報告書

（厚生労働省24（Ⅰ－１－１）

施策目標名 日常生活圏の中で良質かつ適切な医療が効率的に提供できる体制を整備すること（施策目標Ⅰ－１－１）

施策の背景・枠組み
（根拠法令、政府決定、関

連計画等）

○医療法（昭和23年法律第205号）により、
　・国は、良質かつ適切な医療を効率的に提供する体制（医療提供体制）の確保を図るための基本的な方針を
定め、都道府県は、当該方針に即して、かつ、地域の実情に応じて、当該都道府県における医療提供体制の確
保を図るための計画（医療計画）を定めることとされています。
　・都道府県は、必要があると認めるときには、病院に対して、立入検査等を実施することとされています。
○消防法(昭和23年法律第186号)により、都道府県は、傷病者の搬送・受入れの実施基準を定めることとされて
います。
○救急医療用ヘリコプターを用いた救急医療の確保に関する特別措置法(平成19年法律第103号)により、国
は、救急医療用ヘリコプターを用いた救急医療の全国的な確保を図っているところです。

予算書との関係
・関連税制

本施策は、予算書の以下の項におおむね対応している。
（項）医療提供体制確保対策費：医療提供体制確保対策に必要な経費（一部）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　[平成25年度予算額：3,281,060千円のうち一部]
　　　　　　 医療提供体制確保対策の推進に必要な経費（一部）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　[平成25年度予算額：646,507千円のうち一部]
（項）医療提供体制基盤整備費：医療提供体制の基盤整備に必要な経費（一部）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　[平成25年度予算額：27,774,392千円のうち一部]
（項）医療従事者資質向上対策費：（一部）[平成25年度予算額：14,661,572千円のうち一部]

施策の予算額・執行額等

※　「執行額」欄には、独法
の運営費交付金は含まな

い。

区分 26年度要求額

予算の
状況

（千円）

当初予算（a） 34,488,034

補正予算（b）

繰越し等（c）

合計（a＋b＋c） 34,488,034

執行額（千円、d）

執行率（％、d/(a＋b＋c)）

施策に関係する内閣の重
要政策（施政方針演説等

のうち主なもの）

施政方針演説等の名称 年月日 関係部分（概要・記載箇所）

- - -

測定指標
１　年齢調整死亡率
     男性：上段・女性下段
    （人口千対）

実績値

年度ごとの目標値

２　在宅医療連携拠点事業所
数

実績値

年度ごとの目標値



基準値 目標値

21年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 毎年度

11.4％
7.1％

10.4%
6.2%

11.4％
7.1％

11.4％
6.9％

11.4％
7.2％

集計中 前年度以上

－
10.4%以上
6.2%以上

11.4％以上
7.1％以上

11.4％以上
6.9％以上

11.4％以上
7.2％以上

基準値 目標値

21年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 毎年度

4.2 4.3 4.2 4.2 4.1 集計中 前年度以下

－ 4.3以下 4.2以下 4.2以下 4.1以下

基準値 目標値

21年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 毎年度

21.2 22.3 21.2 22.1 27.6 集計中 前年度以下

－ 22.3以下 21.2以下 22.1以下 27.6以下

基準値 目標値

21年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 次回調査年度

62.4% － 62.4% 66.2% － 73.0% 前回調査以上

－ － 62.4%以上 66.2%以上 －

基準値 目標値

21年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 毎年度

22,645 24,001 22,645 26,834 25,545 集計中 前年度以上

－ 24,001以上 22,645以上 26,834以上 25,545以上

基準値 目標値

21年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 毎年度

97.8% 97.3% 97.8% 98.1% 集計中 集計中 前年度以上

－ 97.3%以上 97.8%以上 98.1%以上 －

３　心肺停止者の一ヶ月後の生
存率（上段）・社会復帰率（下
段）

実績値

年度ごとの目標値

４　周産期死亡率（出産1,000
対）

実績値

年度ごとの目標値

５　幼児（１～４歳）死亡率（人口
１０万人対）

実績値

年度ごとの目標値

８　病院の立入検査における検
査項目に対する遵守率

実績値

年度ごとの目標値

年度ごとの目標値

６　災害拠点病院及び救命救
急センターの耐震化率

実績値

年度ごとの目標値

７　無医地区等における医療活
動（巡回診療、代診医派遣等）
回数

実績値

平成２５年８月

参考・関連資料等

・医療法（総務省ホームページ）　ＵＲＬ：http://law.e-gov.go.jp/htmldata/S23/S23HO205.html
・消防法（総務省ホームページ）　ＵＲＬ：http://law.e-gov.go.jp/htmldata/S23/S23HO186.html
・救急医療用ヘリコプターを用いた救急医療の確保に関する特別措置法（総務省ホームページ）
ＵＲＬ：http://law.e-gov.go.jp/htmldata/H19/H19HO103.html
・平成23年 人口動態統計（確定数）の概況　ＵＲＬ：http://www.mhlw.go.jp/toukei/saikin/hw/jinkou/kakutei11/index.html
・「救急医療の今後のあり方に関する検討会」（平成20年7月中間取りまとめ）
ＵＲＬ：http://www.mhlw.go.jp/shingi/2008/07/s0730-21.html
・「周産期医療と救急医療の確保と連携に関する懇談会」（平成21年3月報告書）
ＵＲＬ：http://www.mhlw.go.jp/shingi/2009/03/s0305-7.html
・「重篤な小児患者に対する救急医療体制の検討会」（平成21年7月中間取りまとめ）
ＵＲＬ：http://www.mhlw.go.jp/shingi/2009/07/s0708-3.html
・「自然災害の「犠牲者ゼロ」を目指すための総合プラン」（平成２０年度中央防災会議決定）
ＵＲＬ：http://www.bousai.go.jp/jishin/taishinka/pdf/sougou.pdf
・「へき地保健医療対策検討会」（平成22年3月報告書）　ＵＲＬ：http://www.mhlw.go.jp/shingi/2010/04/s0401-4.html
・総務省による行政評価・監視（小児医療関係）
ＵＲＬ：http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/hyouka/hyouka_kansi_n/ketsuka_nendo_19.html
・人口動態調査（総務省ホームページ）　ＵＲＬ：http://www.e-
stat.go.jp/SG1/estat/GL08020101.do?_toGL08020101_&tstatCode=000001028897&requestSender=dsearch
・病院の耐震改修状況調査の結果について　ＵＲＬ：http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/2r9852000002y4cr.html
・医療法第２５条に基づく立入検査結果について（平成22年度分）
ＵＲＬ：http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/2r9852000002jprp.html

担当部局名 医政局 作成責任者名
指導課長

梶尾　雅宏
政策評価実施時期


